
事 業 概 況 （平成 29年 12月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29 年度労災保険業務機械処理の平成 29 年 12 月末現在における保険給付支払総額は 5,801 億円で、前年同期と同

水準であった。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,965億円で51.1％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,761億円で30.4％を占めている。以下、休業補償給付が12.4％、障害補償一時金が3.9％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が10.6％増、二次健康診断等給付が6.6％

増、療養補償給付が2.6％増、休業補償給付が0.6％増となっているのに対し、障害補償一時金が3.6％減、介護補償給付

が1.9％減、葬祭料が1.6％減、年金等給付が1.5％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 579,960,252 100.0 0.3 △    580,053,275 100.0 0.0

療 養 補 償 給 付 171,608,713 29.6 1.4 176,052,209 30.4 2.6

休 業 補 償 給 付 71,379,671 12.3 2.9 △    71,798,711 12.4 0.6

障 害 補 償 一 時 金 23,482,448 4.0 1.6 22,644,662 3.9 3.6 △    

遺 族 補 償 一 時 金 5,272,989 0.9 8.6 5,830,479 1.0 10.6

葬 祭 料 1,571,363 0.3 3.0 1,546,747 0.3 1.6 △    

介 護 補 償 給 付 4,939,136 0.9 0.0 4,847,487 0.8 1.9 △    

年 金 等 給 付 300,902,246 51.9 1.0 △    296,476,579 51.1 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 803,686 0.1 1.3 856,402 0.1 6.6

平成28年度　28年12月末 平成29年度　29年12月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,688億円で29.1％、「その他の事業」が1,663億円で28.7％、

「製造業」が1,434億円で24.7％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.1％、「林業」が1.8％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 4.6％増、「その他の

事業」が2.6％増、「運輸業」が0.2％増となっているのに対し、「漁業」が9.5％減、「林業」が5.6％減、「鉱業」が4.4％

減、「船舶所有者の事業」が1.2％減、「建設事業」が0.8％減「製造業」が0.7％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 579,960,252 100.0 0.3 △    580,053,275 100.0 0.0

林 業 11,243,144 1.9 1.9 △    10,611,701 1.8 5.6 △    

漁 業 2,023,927 0.3 3.3 1,831,162 0.3 9.5 △    

鉱 業 24,692,308 4.3 5.6 △    23,595,859 4.1 4.4 △    

建 設 事 業 170,185,419 29.3 1.5 △    168,844,957 29.1 0.8 △    

製 造 業 144,329,781 24.9 1.1 △    143,366,052 24.7 0.7 △    

運 輸 業 61,507,895 10.6 0.1 61,652,098 10.6 0.2

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,374,696 0.2 3.0 △    1,437,734 0.2 4.6

そ の 他 の 事 業 162,166,040 28.0 2.5 166,306,490 28.7 2.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,437,043 0.4 2.1 2,407,220 0.4 1.2 △    

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成29年度　29年12月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年12月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,607億円で54.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,121億円で37.8％、傷病補償年金が237億円で8.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が981億円で33.1％、「製造業」が850億円で28.7％、「そ

の他の事業」が569億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　29年12月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 112,085,260 160,703,647 23,687,672 296,476,579 100.0

林 業 1,622,177 3,739,803 292,041 5,654,020 1.9

漁 業 298,257 946,362 55,002 1,299,621 0.4

鉱 業 1,505,722 11,526,947 3,546,848 16,579,516 5.6

建 設 事 業 31,338,768 58,138,021 8,605,944 98,082,733 33.1

製 造 業 42,102,091 38,357,022 4,565,545 85,024,657 28.7

運 輸 業 11,764,520 17,917,167 1,870,260 31,551,948 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
197,408 581,168 59,074 837,650 0.3

そ の 他 の 事 業 23,112,823 29,143,876 4,664,224 56,920,924 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 143,495 353,280 28,734 525,509 0.2

構 成 比 37.8% 54.2% 8.0% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 12月末現在における保険料徴収決定済額は8,652億円で、前年同期に比

べて1.5％増となっている。保険料収納済額は6,106億円で、前年同期に比べて2.0％増となっている。また、収納率につ

いてみると70.6％となっており、前年同期に比べて0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,104億円で47.4％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,924 億円で 22.2％、「製造業」が 1,620 億円で 18.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年12月末 29年12月末 28年12月末 29年12月末 28年12月末 29年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 852,330,003 865,214,000 100.0 1.5 598,369,410 610,560,529 100.0 2.0 70.2 70.6

林 業 5,380,309 5,312,016 0.6 1.3 △   3,793,379 3,787,338 0.6 0.2 △   70.5 71.3

漁 業 1,998,213 1,979,345 0.2 0.9 △   1,366,713 1,351,742 0.2 1.1 △   68.4 68.3

鉱 業 2,969,399 2,817,518 0.3 5.1 △   1,854,927 1,757,551 0.3 5.2 △   62.5 62.4

建 設 事 業 186,350,092 192,383,105 22.2 3.2 130,564,154 135,547,723 22.2 3.8 70.1 70.5

製 造 業 161,923,605 161,973,308 18.7 0.0 111,203,369 111,773,296 18.3 0.5 68.7 69.0

運 輸 業 74,027,550 74,047,424 8.6 0.0 48,789,425 49,206,913 8.1 0.9 65.9 66.5

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,322,749 2,345,844 0.3 1.0 1,620,164 1,638,675 0.3 1.1 69.8 69.9

そ の 他 の 事 業 403,461,891 410,370,536 47.4 1.7 289,655,840 295,811,412 48.4 2.1 71.8 72.1

船舶所有者の 事業 13,896,194 13,984,904 1.6 0.6 9,521,440 9,685,878 1.6 1.7 68.5 69.3

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


